様式第１号(第２条関係)
年　　　月　　　日　
　西予市長　様


住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(法人にあってはその主たる事務所の所在地)　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　(法人にあってはその名称及び代表者の氏名)　
　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　(電話番号)　　　　　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _GoBack]課税免除申請書(　　　　　年度分)

　西予市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例第３条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて固定資産税の課税免除を申請します。

記

1　事業所の所在地及び名称


2　業種
製造業・旅館業・農林水産物等販売業・情報サービス業等

3　取得の区分
取得・制作・建設・増築・改築・修繕・模様替

4　事業の用に供した年月日
　(1)　着工　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　(2)　完工　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　(3)　操(開)業開始日　　　　年　　　月　　　日

5　当該年又は当該事業年度に属する月の末日現在の従業員の数



6　事業年度
　　　年　　　月　　　日　～　　　年　　　月　　　日

7　固定資産の価格等の概要
　(1)　土地
	所在地
	事業用建物建設着工年月日
	土地の取得面積
	土地の取得価格
	事業用建物敷地面積
	取得年月日

	　
	　
	m2
	円
	m2
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


　(2)　家屋
	所在地
	用途構造等の区分
	家屋の取得面積
	家屋の取得価格
	減価償却開始年月日
	特別償却の有無
	耐用年数
	取得年月日

	　
	　
	m2
	円
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　



　(3)　償却資産
	償却資産の名称
(事業に係る機械及び装置)
	構築物の耐用年数
	構築物の取得価格
	減価償却開始年月日
	特別償却の有無
	取得年月日

	　
	　
	円
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　



添付書類
　(1)　不動産登記事項証明書
　(2)　法人にあっては、履歴事項全部証明書
　(3)　家屋平面図及び配置図
　(4)　土地、家屋及び償却資産の売買契約書の写し
　(5)　建築工事請負契約書の写し
　(6)　個人にあっては、所得税法(昭和40年法律第33号)第2条第1項第37号に規定する確定申告書の写し、同法第149条に規定する青色申告書に添付すべき貸借対照表及び損益計算書の写し並びに同法第2条第1項第19号に規定する減価償却資産の償却費の額の計算に関する書類。法人にあっては、法人税法(昭和40年法律第34号)第2条第31号に規定する確定申告書(同条第30号に規定する中間報告書で同法第72条第1項各号に掲げる事項を記載したものを含む。)に添付した減価償却資産の償却費の計算に関する明細書の写し
　(7)　地方税法施行規則(昭和29年総理府令第23号)第14条に規定する償却資産に係る申告書
　(8)　その他市長が指定する書類等
